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議案第１０１号 

 

 

池田市手数料条例の一部改正について 

 

 

池田市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和５年１２月２１日 

 

 

池田市長 瀧 澤 智 子   

 

 

 

 

 

 

 

 

理  由 

地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部改正を踏まえ、戸籍法の

一部改正により創設された戸籍電子証明書提供用識別符号の発行等の制度に

ついて、その発行等に係る手数料の額を定めるため、本条例の一部を改正す

るものである。 
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池田市条例第  号 

 

池田市手数料条例の一部を改正する条例（案） 

 

池田市手数料条例（昭和５１年池田市条例第２２号）の一部を次のように改

正する。 

別表の２１の項中「書面」の次に「（以下「戸籍証明書」という。）」を加

え、同表中４９の項を５１の項とし、２７の項から４８の項までを２項ずつ繰

り下げ、同表の２６の項中「閲覧」の次に「又は同法第１２０条の６第１項の

規定に基づく届書等情報の内容を表示したものの閲覧」を加え、「１件」を

「又は届書等情報の内容を表示したもの１件」に改め、同項を同表の２８の項

とし、同表の２５の項中「（昭和２２年法律第２２４号）」を削り、「又は同

法第４８条第２項」を「、同法第４８条第２項」に改め、「事項の証明書の交

付」の次に「又は同法第１２０条の６第１項の規定に基づく同法第１２０条の

４第１項に規定する届書等情報（２８の項において「届書等情報」という。）

の内容の証明書の交付」を加え、同項を同表の２７の項とし、同表中２４の項

を２５の項とし、同項の次に次のように加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６ 戸籍法第１２０条の３第２項に規定する除籍電子証明書

提供用識別符号（以下「除籍電子証明書提供用識別符

号」という。）の発行（情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律第７条第１項の規定により同法第６

条第１項に規定する電子情報処理組織を使用する方法

（情報提供等記録開示システムを使用する方法（電子情

報処理組織により自動的に特定した除籍電子証明書提供

用識別符号を情報提供等記録開示システムを通じて発行

する方法に限る。）に限る。以下この項において「電子

除籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

き ７００円 
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別表の２３の項中「抄本」の次に「の交付」を、「書面」の次に「（以下

「除籍証明書」という。）」を加え、同項を同表の２４の項とし、同表の２２

の項の次に次のように加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 情報処理組織を使用する方法」という。）により除籍電

子証明書提供用識別符号の発行を行う場合（当該発行に

係る戸籍法第１２０条の３第１項に規定する除籍電子証

明書（以下「除籍電子証明書」という。）の請求が電子

情報処理組織を使用する方法により行われた場合に限

る。）における当該発行及び除籍電子証明書提供用識別

符号の発行に係る除籍電子証明書の請求を行う者が同時

に当該除籍電子証明書が証明する事項と同一の事項を証

明する除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書

の請求を行う場合における当該発行を除く。） 

 

２３ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１２０条の３第

２項に規定する戸籍電子証明書提供用識別符号（以下

「戸籍電子証明書提供用識別符号」という。）の発行

（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律

（平成１４年法律第１５１号）第７条第１項の規定によ

り同法第６条第１項に規定する電子情報処理組織を使用

する方法（行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７

号）附則第６条第３項に規定する情報提供等記録開示シ

ステム（以下「情報提供等記録開示システム」とい

う。）を使用する方法（電子情報処理組織により自動的

に特定した戸籍電子証明書提供用識別符号を情報提供等

記録開示システムを通じて発行する方法に限る。）に限

戸籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

き ４００円 
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附 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 

 る。以下この項において「電子情報処理組織を使用する

方法」という。）により戸籍電子証明書提供用識別符号

の発行を行う場合（当該発行に係る戸籍法第１２０条の

３第１項に規定する戸籍電子証明書（以下「戸籍電子証

明書」という。）の請求が電子情報処理組織を使用する

方法により行われた場合に限る。）における当該発行及

び戸籍電子証明書提供用識別符号の発行に係る戸籍電子

証明書の請求を行う者が同時に当該戸籍電子証明書が証

明する事項と同一の事項を証明する戸籍の謄本若しくは

抄本又は戸籍証明書の請求を行う場合における当該発行

を除く。） 
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議案第１０１号  説  明 

 

池田市手数料条例の一部改正について 

 

１ 次に掲げる戸籍に関する事務に係る手数料の額を定めるものであること。 

(1) 一定の行政手続の申請においてその申請先となる行政機関が戸籍電子証

明書（戸籍に記録された事項を証明する電磁的記録をいう。以下同じ。）

の提供を受けるために必要な戸籍電子証明書提供用識別符号を発行するこ

と。ただし、当該発行が情報提供等記録開示システム（マイナポータル）

を通じて行う方法による場合及び当該発行の請求と同時に当該戸籍電子

証明書が証明する事項と同一の事項を証明する戸籍の謄本等の請求が行わ

れる場合を除く。 

(2) 一定の行政手続の申請においてその申請先となる行政機関が除籍電子証

明書（除籍に記録された事項を証明する電磁的記録をいう。以下同じ。）

の提供を受けるために必要な除籍電子証明書提供用識別符号を発行するこ

と。ただし、当該発行が情報提供等記録開示システムを通じて行う方法

による場合及び当該発行の請求と同時に当該除籍電子証明書が証明する事

項と同一の事項を証明する除籍の謄本等の請求が行われる場合を除く。 

(3) 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の規定により提出された戸籍の記

載をするために必要な届書等の画像情報（以下「届書等情報」という。）

の内容の証明書を交付すること。 

(4) 届書等情報の内容を表示したものの閲覧に供すること。 

（別表の改正関係） 

２ この条例は、令和６年３月１日から施行するものであること。 

（改正条例附則関係） 
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議案第１０１号  参  考 

  池田市手数料条例の一部を改正する条例（案）対照表 

        改        正        前         改        正        後 

本則 （略） 

別表 

１～２０ （略） 

２１ 戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は磁気ディスク

をもって調製された戸籍に記録されている事項の

全部若しくは一部を証明した書面の交付 

 

（略） 

２２ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

本則 （略） 

別表 

１～２０ （略） 

２１ 戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は磁気ディスク

をもって調製された戸籍に記録されている事項の

全部若しくは一部を証明した書面（以下「戸籍証

明書」という。）の交付 

（略） 

２２ （略） 

２３ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第１２０条

の３第２項に規定する戸籍電子証明書提供用識別

符号（以下「戸籍電子証明書提供用識別符号」と

いう。）の発行（情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律（平成１４年法律第１５１

号）第７条第１項の規定により同法第６条第１項

に規定する電子情報処理組織を使用する方法（行

政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７

号）附則第６条第３項に規定する情報提供等記録

開示システム（以下「情報提供等記録開示システ 

戸籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

き ４００円 

 

  

-
 
6
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２３ 除かれた戸籍の謄本若しくは抄本又は磁気ディス

クをもって調製された除かれた戸籍に記録されて

いる事項の全部若しくは一部を証明した書面の交

付 

（略） 

２４ （略） 

 ム」という。）を使用する方法（電子情報処理組

織により自動的に特定した戸籍電子証明書提供用

識別符号を情報提供等記録開示システムを通じて

発行する方法に限る。）に限る。以下この項にお

いて「電子情報処理組織を使用する方法」とい

う。）により戸籍電子証明書提供用識別符号の発

行を行う場合（当該発行に係る戸籍法第１２０条

の３第１項に規定する戸籍電子証明書（以下「戸

籍電子証明書」という。）の請求が電子情報処理

組織を使用する方法により行われた場合に限

る。）における当該発行及び戸籍電子証明書提供

用識別符号の発行に係る戸籍電子証明書の請求を

行う者が同時に当該戸籍電子証明書が証明する事

項と同一の事項を証明する戸籍の謄本若しくは抄

本又は戸籍証明書の請求を行う場合における当該

発行を除く。） 

 

２４ 除かれた戸籍の謄本若しくは抄本の交付又は磁気

ディスクをもって調製された除かれた戸籍に記録

されている事項の全部若しくは一部を証明した書

面（以下「除籍証明書」という。）の交付 

（略） 

２５ （略） 

-
 
7
 
-



        改        正        前         改        正        後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２６ 戸籍法第１２０条の３第２項に規定する除籍電子

証明書提供用識別符号（以下「除籍電子証明書提

供用識別符号」という。）の発行（情報通信技術

を活用した行政の推進等に関する法律第７条第１

項の規定により同法第６条第１項に規定する電子

情報処理組織を使用する方法（情報提供等記録開

示システムを使用する方法（電子情報処理組織に

より自動的に特定した除籍電子証明書提供用識別

符号を情報提供等記録開示システムを通じて発行

する方法に限る。）に限る。以下この項において

「電子情報処理組織を使用する方法」という。）

により除籍電子証明書提供用識別符号の発行を行

う場合（当該発行に係る戸籍法第１２０条の３第

１項に規定する除籍電子証明書（以下「除籍電子

証明書」という。）の請求が電子情報処理組織を 

使用する方法により行われた場合に限る。）にお

ける当該発行及び除籍電子証明書提供用識別符号

の発行に係る除籍電子証明書の請求を行う者が同

時に当該除籍電子証明書が証明する事項と同一の

事項を証明する除かれた戸籍の謄本若しくは抄本

又は除籍証明書の請求を行う場合における当該発

行を除く。） 

除籍電子証明

書提供用識別

符号１件につ

き ７００円 

-
 
8
 
-



        改        正        前         改        正        後 

２５ 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第４８条第

１項（同法第１１７条において準用する場合を含

む。）の規定に基づく届出若しくは申請の受理の

証明書の交付又は同法第４８条第２項（同法第１

１７条において準用する場合を含む。）若しくは

第１２６条の規定に基づく届書その他市長の受理

した書類に記載した事項の証明書の交付 

 

 

 

（略） 

２６ 戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条において

準用する場合を含む。）の規定に基づく届書その

他市長の受理した書類の閲覧 

 

 

書類１件につ

き ３５０円 

２７～４９ （略） 

備考 （略） 

２７ 戸籍法第４８条第１項（同法第１１７条において

準用する場合を含む。）の規定に基づく届出若し

くは申請の受理の証明書の交付、同法第４８条第

２項（同法第１１７条において準用する場合を含

む。）若しくは第１２６条の規定に基づく届書そ

の他市長の受理した書類に記載した事項の証明書

の交付又は同法第１２０条の６第１項の規定に基

づく同法第１２０条の４第１項に規定する届書等

情報（２８の項において「届書等情報」とい

う。）の内容の証明書の交付 

（略） 

２８ 戸籍法第４８条第２項（同法第１１７条において

準用する場合を含む。）の規定に基づく届書その

他市長の受理した書類の閲覧又は同法第１２０条

の６第１項の規定に基づく届書等情報の内容を表

示したものの閲覧 

書類又は届書

等情報の内容

を表示したも

の１件につき

 ３５０円 

２９～５１ （略） 

備考 （略） 

 

-
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-



 

-
 
1
0
 
-



議案第１０２号

　令和５年度池田市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ １,１９１,４８３千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それ

　ぞれ ４５,０９４,５５０千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は､「第１表  歳入歳

　出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条　繰越明許費の追加は、「第２表  繰越明許費補正」による。

　　令和５年１２月２１日　提出

令和５年度池田市一般会計補正予算（第１０号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 大阪府池田市長　瀧　澤　智　子

-
 
1
1
 
-



-
 
1
2
 
-



（単位：千円）

事　　　　業　　　　名

7 商工費 1 商工費 消費喚起事業 250,000

第２表　繰越明許費補正

款 項 金　　　額

-
 
1
3
 
-



-
 
1
4
 
-



議案第１０２号　　説　　明

令和５年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

一 般 会 計 第 １ ０ 号

-
 
1
5
 
-



-
 
1
6
 
-



-
 
1
7
 
-



-
 
1
8
 
-



-
 
1
9
 
-



-
 
2
0
 
-



-
 
2
1
 
-



-
 
2
2
 
-



-
 
2
3
 
-



-
 
2
4
 
-



一 般 職

給 与 費

区 分
報 酬 給 料 職 員 手 当 計

共 済 費 合 計

( 1,073 ) 人 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　 千円　

( 1,073 ) 人

( 0 ) 人

時 間 外 勤 務 手 当

千円　

178,206  

177,750  

456  

補 正 予 算 給 与 費 明 細 書

(   )内は、短時間勤務職員

職  員  数

補 正 後 632  1,566,632  2,710,184  2,469,804  6,746,620  1,351,087  8,097,707  

補 正 前 1,566,632  2,710,184  2,469,348  6,746,164  632  

0  456  0  

1,351,087  8,097,251  

増　　 減　　 事　　 由

補 正 後

　住民税非課税世帯臨時特別給付金給付事業に伴う増加補 正 前

比 較

0  0  456  456  比　　　較

職 員 手 当

の 内 訳

区　　 　分

-
 
2
5
 
-



-
 
2
6
 
-



-
 
2
7
 
-



-
 
2
8
 
-



-
 
2
9
 
-



-
 
3
0
 
-



-
 
3
1
 
-



-
 
3
2
 
-



-
 
3
3
 
-



-
 
3
4
 
-



（単位：千円）

補 正 前 の 額 補    正    額 計

 義 務 的 経 費 23,236,379     456     23,236,835     

人　  件　  費 8,608,961     456     8,609,417     

扶　  助　  費 10,771,017     ─  　 10,771,017     

公　  債　  費 3,856,401     ─  　 3,856,401     

 投 資 的 経 費 2,191,330     ─  　 2,191,330     

 そ　   の   　他 18,475,358     1,191,027     19,666,385     

物　  件　  費 8,192,813     289,159     8,481,972     

そ　  の　  他 10,282,545     901,868     11,184,413     

43,903,067     1,191,483     45,094,550     

歳 出 性 質 別 表

区 分

合 計

-
 
3
5
 
-



(0.9) (8.5)
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-
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-



（社会福祉総務費） 

《 住民税非課税世帯臨時特別給付金給付事業 》 

 

 

１．事業目的 

エネルギー・食料品等の価格高騰の影響を受けている住民税非課税

世帯を支援する取組として、臨時・特別の給付金を支給する。  

 

 

２．対  象  者  

基準日（令和５年１２月１日）において、世帯全員の令和５年度分

の住民税が非課税である世帯の世帯主  

※住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯を除く。 

 

 

３．給  付  額  

１世帯当たり７万円  

 

 

４．予  算  額    ９４９，６１５千円  

 （内 訳） 人 件 費           ４５６千円  

       需 用 費           ３００千円  

       役 務 費         ８，４２３千円  

       委 託 料        ３０，０００千円  

       使用料及び賃借料        ４３６千円  

       交 付 金       ９１０，０００千円  

 

 （財 源） 国庫支出金       ９４２，５００千円  

       一 般 財 源         ７，１１５千円  
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（商工振興費） 

《 消費喚起事業 》 

 

 

１．事業目的 

新型コロナウイルス感染症に続き、エネルギー・食料品等の価格高

騰の影響を受けている市内産業の消費喚起を目的として、公募で選定

する事業者が提供するキャッシュレス決済を導入している市内店舗で、

購入者が当該決済を利用した際にポイント還元を行う。  

 

 

２．事業内容  

市内対象店舗において、キャッシュレス決済をした消費者に対して、

本市が２０％のプレミアムポイントを付与して還元する。  

 

 

３．対象店舗  

公募で選定する事業者が提供するキャッシュレス決済を導入してい

る市内店舗  

 

 

４．予  算  額    ２５０，０００千円  

（内 訳） 委 託 料  ２５０，０００千円  

 

（財 源） 国庫支出金  １６８，９８３千円  

 一 般 財 源   ８１，０１７千円  
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